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○ 管内の労働災害（休業４日以上の死傷災害）は、１月来、前年に引き続き増加傾向にあ

ったが、６月以降減少傾向に転じ、８月末現在では前年同期比５．１％減となった。 

 その後、９月末現在の労働災害において、死亡災害２件を含み３８３件の発生、前年同

期比１件の増加と、わずかながら再び増加に転じたものの、結果として、前年同期比３９

件（６．５％）減少となった。 

○ 死亡災害は、１月に過重労働による死亡災害（急性心機能不全）が発生し（小売業）、５

月に２件（小売業）、７月に１件（陸上貨物運送業）交通災害が発生、１０月に１件（畜産

業）、墜落災害（スレート屋根踏抜き）が発生しており、前年同期比４件減少した。 

○ 主な業種の全体に占める割合をみると、製造業約２６％（１４５件）が最も多く、次いで

運輸交通業約１４％（８０件）、建設業約１３％（７０件）、小売業約１０％（５８件）の

順で多発。 

○ 主な業種別の発生状況（前年同期比）は、概ね製造業で横ばい、建設業で約１６％減、

運輸交通業で約２５％減。 

○ 食料品製造業では６３件発生し、前年同期比で２２件増（約５４％増）と激増。 

○ 発生月別にみると、毎月概ね４５件前後の発生状況となっており、最高発生月は７月で

５８件。 

○ 事故の型別にみると、転倒災害約２３％（１２７件）が最も多く、次いで挟まれ巻き込ま

れ災害約１５％（８３件）、墜落・転落約１５％（８２件）の順。 

○ 事業場規模別にみると、全業種では１０人以上４９人未満規模での発生が約３８％を占め

る。製造業では１００人以上規模が約５１％を占め、このうち食料品製造業が約５１％を

占める。建設業では１０人未満規模が約６７％、運輸交通業で１０人以上４９人未満規模

が６５％を占める。 

 

＜今後の課題＞ 

○  管内において取組んだ「労働災害撲滅運動」の結果、労働災害は約６．５％の減少にと

どまり、労働災害の大幅削減（前年比－１９１件、３２％減少）が、未達成となったが、

死亡災害については、４件の減少となった。 

○  平成２５年度は、第１２次労働災害防止計画（５か年計画）初年度であることから、労

働災害の更なる減少が求められ、今後、極めて憂慮すべき事態にあることには変わりはな

い。 

○  労働災害による犠牲者をこれ以上出さないという決意のもと、安全衛生活動を今一度総

点検し、引続き「労働災害撲滅運動」の目指した重点事項や効果的な安全衛生教育を確実

に実施するとともに、労使が一体となって効果的な自主的安全衛生活動（「見える」安全活

動など）に取り組むことが求められる。 


